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(54) Title: LIGHT ILLUMINATING DEVICE

(54) 発 明の名称 ：光照射装置

(57) Abstract: Provided i s a light illuminating device
capable o f sufnciently discharging heat produced b y a light
source such as a high-output LED to cool the light source.
The present invention i s provided with a casing (2), a LED
(3a), and a heat-radiating means (4) for radiating heat gener
ated by the LED (3a). The heat-radiating means (4) i s
provided with a vapor chamber 5 ) in which the LED (3a) i s
disposed on an end-part side, and a heat sink (6) disposed on
the surface o f the vapor chamber (5). Therefore, the heat
generated b y the LED (3a) i s rapidly transmitted m the
planar direction fi"om the end part o f a flat heat pipe and effi
ciently radiated b y the heat sink (6). Therefore, the heat gen
erated b y the high-output LED (3a) i s sufficiently radiated t o
allow the LED ( 3a t o b e cooled.

(57) 要 約 ： 高 出力の L E D 等 の 光源 に生 じる熱
を十分 に放 熱 して 当該 光源 を冷却 で きる光照 射
装 置 を提供 す る。 ケ一 シ ング 2 と、 L E D 3
a と、 L E D 3 a で発 生す る熱 を放 熱す る放 熱
手段 4 とを備 え、放 熱 手段 4 が 、端部側 に L E
D 3 a が設 け られ るべ一パ 一 チ ャ ンバ 5 と、 そ
の 表面 に設 け られ た ヒー トシ ンク 6 とを備 えて
い るの で、 L E D 3 a で発 生 した熱 は、平板 型
ヒー トパ イ プの 端部 か ら面 方 向 に素 早 く伝導 し
て い き、 ヒー トシ ンク 6 に よ って効 率 的 に放 熱
され る。 したが って 、高 出 力の L E D 3 a に生
じる熱 を十分 に放 熱 して 当該 L E D 3 a を冷 却
で きる。



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))



明 細 書

発明の名称 ：光照射装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、光源 と、光源で生 じた熱 を放熱する放熱手段 とを備えた光照射

装置に関する。

背景技術

[0002] 前記光照射装置の一例 と して、例えば、特許文献 1 に示すライン光照射装

置が知 られている。

このライン光照射装置は、複数の L E D を搭載 した長尺状の L E D基板 と

、 この L E D基板 を収容するケ一シングと、当該ケ一シングに固定されて前

記複数の L E D か らの光をライン状 に集光させるロッ ドレンズとを有 してい

る。

また、前記 L E D基板が設けられるケ一シングの底壁部の裏面には、 L E

D で発生する熱 を外部 に放出するための放熱 フィンが長手方向に沿 って複数

枚設けられている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 2 _ 1 8 6 0 1 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] ところが、特許文献 1 に記載のライン光照射装置では、 L E D の出力が比

較的低 く、 L E D の発熱量が小さい場合 には、 L E D に生 じる熱 を放熱 フィ

ンによって十分に放熱できるものの、例えば、紫外線を射出する L E D のよ

うに L E D の出力が高い場合 には、当該 L E D の発熱量が大 きく、十分な放

熱量を確保 し難いという問題があつた。

[0005] 本発明は、前記事情 に鑑みてなされたもので、光源 に生 じた熱 を十分に放

熱 して当該光源 を冷却できる放熱特性 に優れた光照射装置を提供することを



目的とする。

課題を解決するための手段
[0006] 前記目的を達成するために、本発明の光照射装置は、

光源と、

前記光源で生 じた熱を放熱する放熱手段とを備えた光照射装置であって、

前記放熱手段は、端部側に前記光源が設けられる平板型ヒー 卜パイプと、

前記平板型ヒ一 卜パイプの表面に設けられたヒ一 卜シンクとを備えている

ことを特徴とする。

[0007] ここで、前記平板型ヒー トパイプとしては、例えばべ一パ一チャンバと称

される薄板状のものが使用される。このべ一パ一チャンバは、密閉された内

部空間に少量の作動液が封入され、作動液の気化熱と凝縮熱を利用 して熱を

輸送するデバイスである。また、本発明では、平板型ヒー トパイプとして、

並設された複数の管状体 （ヒ一 卜パイプ）を備える板状体も含む。

[0008] 本発明においては、光源で発生 した熱は、平板型ヒ一 卜パイプの端部から

面方向に素早く伝導 していき、ヒ一 卜シンクによって効率的に放熱される。

したがって、高出力の L E D等の光源に生 じる熱を十分に放熱 して当該光源

を冷却できる。

[0009] 本発明の前記構成において、前記平板型ヒー 卜パイプの前記光源が設けら

れた端部側の表面に接触 して、当該平板型ヒ一 卜パイプを厚さ方向において

挟み込む熱伝導部材を備え、

この熱伝導部材に前記光源が接触 していることが好ましい。

[001 0] ここで、熱伝導部材は、例えば銅やアルミニウム等の熱伝導性に優れた材

料で形成される。

また、熱伝導部材に光源が接触 しているとは、光源が熱伝導部材に直接接

触 している場合は勿論のこと、例えば光源が L E D である場合等は、当該 L

E D が搭載された L E D基板を介 して L E D が熱伝導部材に間接的に接触す

る場合も含む。

[001 1] このような構成によれば、光源で発生する熱を熱伝導部材によってより効



果的に平板型 ヒ一 卜パ イプに伝 えることがで きる。

また、熱伝導部材が平板型 ヒ一 卜パ イプを厚 さ方向において挟み込むので

、薄 い平板型 ヒー トパ イプを安定的に保持 で きる。

さ らに、熱伝導部材 に光源 が接触 しているので、薄 い平板型 ヒ一 卜パ イプ

の端部側 に直接光源 を配置する場合 に比 して、光源 の配置の 自由度 が高 まる

とともに、 当該光源 を安定 して配置で きる。

[001 2] また、前記本願発 明の前記構成 において、前記光源、平板型 ヒ一 卜パ イプ

及び ヒ一 卜シンクが収容 されるケ一シングを備 え、

前記 ケ一シングには、前記平板型 ヒー 卜パ イプの前記光源側 とは逆側 に送

風 ファンが設 け られ、

前記 ヒ一 卜シンクは、 円柱状、楕 円柱状若 しくは多角柱状 を した複数 の放

熱 フィン、 または、前記送風 ファンによって生 じる空気流 に沿 うように形成

される薄板状 を した複数 の放熱 フ ィ ン を備 えることが好 ま しい。

[001 3] この よ うな構成 によれば、送風 ファンか ら送 り込 まれる風 （空気） または

送風 フ ァ ン に 吸い込 まれる空気が複数 の放熱 フ ィ ン間を通 るの で、 よ り効果

的に ヒ一 卜シンクによって熱 を放熱 で きる。

[0014] また、前記本願発 明の前記構成 において、前記 ケ一シ ン グは、前記 ヒ一 卜

シンクに臨む開 口部 を備 えていることが好 ま しい。

[001 5] この よ うな構成 によれば、送風 ファンか ら送 り込 まれて ヒ一 卜シンクを通

つた空気が開 口部 か らケ一シ ン グの外部 に排 出された り、外部 の空気が開 口

部 か ら入 り込んで ヒ一 卜シンクを通 って、 当該送風 フ ァ ン に よって外部 に排

出される。 したが って、 ケ一シング内に熱 を籠 らせ ることな く、 ヒ一 卜シン

クか ら外部 に熱 を放熱 で きる。

[001 6] また、本発 明の前記構成 において、前記光源 が、複数 の発光素子 を列状 に

配置 したライン型光源 であ って もよい。

[001 7] この よ うな構成 によれば、 ライン型光源 に生 じる熱 を十分 に放熱 して当該

ラ イ ン型光源 を冷却 しつつ、 ラ イ ン状 の高出力の光 を照射で きる。

発明の効果



[001 8] 本発 明によれば、高出力の L E D 等の光源 に生 じる熱 を十分 に放熱 して当

該光源 を冷却で きる。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1] 本発 明の実施の形態 に係 る光照射装置 を示すもので、 内部構造 を見せた

光照射装置の斜視図である。

[ 図2] 同、正面図である。

[ 図3] 同、底面図である。

[ 図4] 同、縦断面図である。

[ 図5] 同、放熱手段 を示す縦断面図である。

[ 図6] 同、放熱手段 を示す底面図である。

[ 図7] 同、放熱手段 を示す平面図である。

発明を実施するための形態

[0020] 以下、本発明の実施の形態 について図面 を参照 して説明する。

図 1 〜図 4 は、本発明の実施の形態 に係 る光照射装置の一例 を示すもので

、図 1 は光照射装置の内部構造 を見せた斜視図、図 2 は光照射装置の正面図

、図 3 は同底面図、図 4 は同縦断面図である。

[0021 ] 本実施の形態 に示す光照射装置は、例 えば樹脂 を硬化 させ るために当該樹

脂 に紫外線 を照射することがで きるラ イ ン光照射装置である。

このラ イ ン光照射装置 1 は、 ケ一シ ン グ 2 と、光源 3 と、放熱手段 4 とを

備 えている。

ケ一シ ン グ 2 は、左右の側板 2 a , 2 b 、正面板 2 c 、背面板 2 d 、上面板

2 e 及び下面板 2 f によって、直方体箱状 に形成 されている。なお、図 1 に

おいては、正面板 2 c 及び下面板 2 f を外 した状態 を示 している。

[0022] ケ一シング 2 においては、左右の側板 2 a , 2 b と背面板 2 d とが一体的に

形成 され、上面板 2 e は、側板 2 a , 2 b 及び背面板 2 d に固定されている。

また、正面板 2 c と下面板 2 f は取 り外 し可能 とな っている。 また、上面板

2 e は、後述する送風 フ ァン 1 2 を取 り付 けるために、左右の側板 2 a , 2 b

、正面板 2 c 、背面板 2 d 、下面板 2 f よ り厚 くな つている。



[0023] 正面板 2 c 及び背面板 2 d の下端部近傍には、図 1、図 2 及び図4 に示す

ように、横長の矩形の開口部 2 g , 2 g が対向 して形成されている。なお、 こ

の開口部 2 g の機能については後述する。

また、前記下面板 2 f には、図 3 に示すように、その略中央部に横長の矩

形の開口部 2 h が形成されている。この開口部 2 h は後述する光源 3 に臨ん

で形成されたものであり、当該開口部 2 h から光 （紫外線）を外部に向けて

照射するようになっている。

[0024] 前記光源 3 は、図 6 に示すように、複数の L E D 3 a を列状に配置 したラ

イン型光源であり、これらL E D 3 a は横長矩形の L E D基板 3 b の短辺

方向における略中央部表面に、横一列にほぼ隙間なく並設されて固定されて

いる。なお、 L E D 3 a は、一列ではなく、複数列で設けてもよい。

[0025] 前記放熱手段 4 は、前記光源 3 で発生する熱を放熱するものであり、図4

及び図 5 に示すように、ベ一パ一チャンバ （平板型ヒー トパイプ） 5 と、 ヒ

- 卜シンク6 とから構成されている。

ベ一パ一チャンバ 5 は、密閉された内部空間に少量の作動液が封入され、

作動液の気化熱と凝縮熱を利用 して熱を輸送するデバイスであり、全体的に

矩形薄板状に形成されている。なお、本実施の形態で使用されるべ一パーチ

ヤンバ 5 は 1枚ものであるが、複数のベ一パ一チャンバを面方向に接合 して

構成 してもよい。

[0026] ベ一パ一チャンバ 5 は、その下端部が一対の熱伝導部材 7 , 7 により挟持さ

れた状態でケ一シング2 内に設けられている。また、ベ一パ一チャンバ 5 は

その表面がケ一シング2 の正面板 2 c 及び背面板 2 d と平行になるようにし

て、これらの間の略中央でかつケ一シング2 内の略下半分側に配置されてい

る。

[0027] 熱伝導部材 7 は、熱伝導性に優れた銅等の金属で形成された、断面略三角

形状の長尺状のものであり、その長さはべ一パ一チャンバ 5 の長辺方向の長

さより長 く、図 1 に示すように、ケ一シング2 の左右の側板 2 a , 2 b 間に延

在 している。また、図 5 に示すように、熱伝導部材 7 の断面における頂部に



は、平面部 7 a が、当該熱伝導部材 7 の下面 7 b と平行に設けられている。

なお、 この平面部 7 a の幅 （図 5 における左右方向の長さ）は下面 7 b の幅

より小さ く、かつ ヒ一 卜シンク 6 の基板 6 a の板厚 より大 きくなつている。

[0028] 熱伝導部材 7 , 7 の対向する側面 7 c , 7 c は平行に離間 して設けられ、 こ

の側面 7 c , 7 c 間にべ一パ一チャンバ 5 の下端部が配置され、当該側面 7 c

, 7 c によって挟持 されるとともに、当該べ一パ一チャンバ 5 の下端部の両表

面が側面 7 c , 7 c に密接 されている。

ベ一パ一チャンバ 5 の下端面は熱伝導部材 7 , 7 の下面 7 b , 7 b と面一に

なってお り、当該下面 7 b , 7 b に L E D基板 3 b が密接 されている。 また、

L E D基板 3 a の幅方向 （図 5 における左右方向）の中央部の裏面にベ一パ

—チャンバ 5 の下端面が密接 されている。

また、図 1 に示すように、熱伝導部材 7 は、その長手方向を左右方向に向

けて、ケ一シング 2 内の下端部 に配設されてお り、当該熱伝導部材 7 の左右

両端面がそれぞれケ一シング 2 の左右の側板 2 a , 2 b に固定されている。

[0029] 前記 ヒ一 卜シンク 6 は、矩形板状の基板 6 a と、 この基板 6 a に設けられ

た多数の薄板状の放熱 フ ィン 6 b とによって構成 され、前記べ一パ一チヤ

ンバ 5 を挟み込むように して一対設けられている。

すなわち、基板 6 a , 6 a の対向する裏面 6 c , 6 c は平行に離間 して設け

られ、 この裏面 6 c , 6 c 間にべ一パ一チャンバ 5 の下端部 より上側全部が配

置され、当該裏面 6 c , 6 c によって挟持 されるとともに、当該べ一パ一チヤ

ンバ 5 の両表面が基板 6 a , 6 a の裏面 6 c , 6 c に密接 されている。

[0030] 多数の放熱 フィン 6 b はそれぞれ矩形板状 に形成 され、基板 6 a の表面

にほぼ直角に立設 した状態で上下方向に沿 うように固定されている。 また、

図 1 、図 2 及び図 7 に示すように、放熱 フィン 6 b は、その表面を対向さ

せて横方向に並設されてお り、その並設方向は、 L E D 3 a の並設方向と同

方向 （図 5 において紙面 と直交する方向）である。

[0031 ] 横方向 （左右方向）に並設された放熱 フィン 6 b は、図 4 及び図 5 に示

すように、上下方向に所定の隙間をもって複数列 （本実施の形態では 6 列）



配置されている。これら複数列の放熱フィン 6 b においては、上下に隣り

合う放熱フィン 6 b , 6 b どうしが左右の位置を同位置にして配置されている

。 したがって、左右に隣り合う放熱フィン 6 b , 6 b どうしの間は、上下方向

において連続 し、その間を空気がスムーズに通り抜けることができるように

なっている。

[0032] このようなヒ一 卜シンク6 , 6 は、図 1及び図 7 に示すように、支持部材 1

0 に固定されており、この支持部材 1 0 を介 してケ一シング2 の左右の側板

2 a , 2 b の裏面に固定され、ケ一シング2 内に配置される。

[0033] 図 2 及び図4 に示すように、前記ケ一シング2 の正面板 2 c 及び背面板 2

d にそれぞれ形成されている開口部 2 g は、熱伝導部材 7 と最下段の放熱フ

イン6 b の列を臨む位置に配置されている。

また、前記 L E D 3 a の前方 （下方）には、円柱状のロッドレンズ 1 1 が

支持部 1 1 a , 1 1 a によって支持されて設けられている。このロッドレンズ

1 の前方 （下方）に、前記下面板 2 f に形成された開口部 2 h が配置され

ている。 したがって、 L E D 3 a からの光 （紫外線）は、ロッドレンズ 1 1

により集光されたうえで、開口部 2 h から外部に照射されるようになってい

る。

[0034] また、ケ一シング2 は複数の送風ファン 1 2 を備えている。この送風ファ

ン 1 2 は、前記ヒ一 卜シンク6 の放熱フィン 6 b の並設方向と直交する方向

において、 L E D 3 a と逆側に配置されている。

具体的には、ケ一シング2 の上面板 2 c に、複数 （4 個）の送風ファン 1

2 が上面板 2 c の長手方向に沿って一列に設けられている。上面板 2 c には

送風ファン 1 2 の送風口に対向 して図示 しない貫通孔が形成されており、こ

の貫通孔から送風ファン 1 2 による風 （空気）がケ一シング 1 内に送り込ま

れるようになっている。

[0035] また、図 1及び図 2 に示すように、前記ケ一シング2 内には、 2 枚の風向

制御板 1 3 , 1 3 が設けられている。すなわち、風向制御板 1 3 , 1 3 は矩形

板状のものであり、その上端縁部が前記上面板 2 e の下面の左右両縁部にそ



れぞれ固定されている。風向制御板 1 3 , 1 3 は下方に向かうにしたがって、

内側に向かうように傾斜 しており、その下端部は最上段の放熱フィン 6 b の

列の左右端近傍にそれぞれ位置 している。また、風向制御板 1 3 の幅は、一

方のヒ一 卜シンク6 の放熱フィン6 b の先端から他方のヒ一 卜シンク6 の放

熱フィン6 の先端までの長さとほぼ等 しくなつている。

[0036] したがって、送風ファン 1 2 から送り込まれた風 （空気）は風向制御板 1

3 , 1 3 によって内側に案内されて、 ヒ一 卜シンク6 に向けて流れ、 ヒ一 トシ

ンク6 の放熱フィン6 b , 6 b 間を通り抜けた空気は、前記開口部 2 g から外

部に排出される。

また、図4 に示すように、開口部 2 g に臨んでいる熱伝導部材 7 の側面 7

d は、ケ一シング2 の下端に向かうにしたがって、開口部 2 g に近付 くよう

に傾斜 しているので、この傾斜 している側面 7 d 上を空気が流れて、開口部

2 g からスムーズに排出される。

[0037] 以上のように、本実施の形態のライン光照射装置 1 では、ベ一パ一チャン

バ 5 の下端部側にL E D 3 a が設けられているので、当該 L E D 3 a で発生

した熱は、ベ一パ一チャンバ 5 の下端部から面方向に素早 く伝導 していく。

その際、このべ一パ一チャンバ 5 の両表面にはヒ一 卜シンク6 , 6 が設けられ

ているので、ベ一パ一チャンバ 5 に伝わった熱がヒ一 卜シンク6 , 6 によって

効率的に放熱される。

したがって、高出力の L E D 3 a で生 じる熱を十分に放熱 して当該 L E D

3 a を冷却できる。

[0038] また、一対の熱伝導部材 7 , 7 の側面 7 c , 7 c が、ベ一パ一チャンバ 5 の

L E D 3 a が設けられた下端部側の表面に接触 して、当該べ一パ一チャンバ

5 を厚さ方向において挟み込んでいるので、 L E D 3 a で発生する熱の大部

分が熱伝導部材 7 , 7 を介 してべ一パ一チャンバ 5 に伝わる。 したがって、 L

E D 3 a で発生する熱を、より効果的にベ一パ一チャンバ 5 の端部から面方

向に伝導 して、 ヒ一 卜シンク6 , 6 によって放熱できる。

また、一対の熱伝導部材 7 , 7 がべ一パ一チャンバ 5 を厚さ方向において挟



み込むので、薄いベ一パ一チャンバ 5 を安定的に保持できる。

加えて、熱伝導部材 7 , 7 の下面 7 b , 7 b に L E D基板 3 b が接触 してい

るので、薄いベ一パ一チャンバ 5 の端部側 に直接 L E D 3 a を配置する場合

に比 して、 L E D基板 3 b を安定的に配置できるとともに、 L E D基板 3 b

の配置の自由度が高まる。

[0039] また、送風 フ ァン 1 2 が、 ヒ一 卜シンク 6 の放熱 フ ィン 6 b の並設方向と

直交する方向において、 L E D 3 a と逆側 に配置されているので、送風 ファ

ン 1 2 か ら送 り込 まれる風 （空気）または送風 フ ァン 1 2 に吸い込 まれる空

気が、並設された放熱 フ ィン 6 b , 6 b 間を通るので、 より効果的にヒ一 トシ

ンク 6 , 6 か ら熱 を放熱できる。

[0040] また、開口部 2 g , 2 g が ヒ一 卜シンク 6 の最下段の放熱 フ ィン 6 b の列及

び熱伝導部材 7 に臨んでいるので、送風 フ ァン 1 2 を正方向に回転 させるこ

とによって、当該送風 フ ァン 1 2 か ら送 り込 まれて ヒ一 卜シンク 6 を通 った

空気が開口部 2 g か らケ一シ ング 2 の外部 に排出される。 また、送風 フ ァン

2 を逆方向に回転 させることによって、外部の空気が開口部 2 g か ら入 り

込んで ヒ一 卜シンク 6 を通 って、当該送風 ファン 1 2 によって外部 に排出さ

れる。

したがって、ケ一シング 2 内に熱 を籠 らせることな く、 ヒ一 卜シンク 6 か

ら外部 に熱 を放熱できる。

さらに、 この際、熱伝導部材 7 の側面 7 d 上を空気が流れるので、 この空

気によって熱伝導部材 7 を伝わる熱の一部 を外部 に放熱できる。

[0041 ] さ らに、光源が、複数の L E D 3 a を列状 に配置 したライン型光源である

ので、 ライン型光源 に生 じる熱 を十分に放熱 して当該ライン型光源 を冷却 し

つつ、 ライン状の高出力の光を照射できる。

また、 ヒ一 卜シンク 6 と送風 ファン 1 2 との間に、 L E D 3 a や送風 ファ

ン 1 2 を制御する制御基板 を設ければ、 この制御基板で発生する熱 を放熱す

ることもできる。

[0042] なお、本実施の形態では、本発明を、樹脂硬化用の紫外線を照射するライ



ン光照射装置 に適用 した場合 を例 にとって説明 したが、本発明はこれに限る

ことな く、各種光源 を備 えた光照射装置 に適用することがで きる。

また、本例では、 ヒ一 卜シンク 6 と して、薄板状の放熱 フィン 6 b を備 え

たものを一例 に挙 げたが、 円柱状、楕 円柱状若 しくは多角柱状の放熱 フィン

を備 えた剣山型の ヒ一 卜シンクとすることもで きる。

さ らに、熱伝導部材 7 はべ一パ一チャンバ 5 の表裏両面 に接触 させ るので

はな く、ベ一パ一チャンバ 5 のいずれか一方の面 にのみ接触 させ るように し

ても良い。

符号の説明

1 ライン光照射装置

ケ一シ ン グ

2 g 開 口部

3 a L E D (光源）

放熱手段

5 ベ一パ一チ ャ ンバ （平板型 ヒー トパイプ）

6 ヒ一 卜シンク

6 b 放熱 フ ィン

7 熱伝導部材

送風 フ ァン



請求の範囲

光源 と、

前記光源で生 じた熱 を放熱する放熱手段 とを備 えた光照射装置であ

つて、

前記放熱手段は、端部側 に前記光源が設 け られる平板型 ヒー 卜パイ

プと、

前記平板型 ヒ一 卜パイプの表面 に設 け られた ヒ一 卜シンクとを備 え

ていることを特徴 とする光照射装置。

前記平板型 ヒー 卜パイプの前記光源が設 け られた端部側の表面 に接

触 して、 当該平板型 ヒ一 卜パイプを厚 さ方向において挟み込む熱伝導

部材 を備 え、

この熱伝導部材 に前記光源が接触 していることを特徴 とする請求項

に記載の光照射装置。

前記光源、平板型 ヒー トパイプ及び ヒー トシンクが収容 されるケ一

シ ン グを備 え、

前記ケ一シングには、前記平板型 ヒー 卜パイプの前記光源側 とは逆

側 に送風 ファンが設 け られ、

前記 ヒ一 卜シン クは、 円柱状、楕 円柱状若 しくは多角柱状 を した複

数の放熱 フィン、 または、前記送風 ファンによって生 じる空気流 に沿

うように形成 される薄板状 を した複数の放熱 フィンを備 えることを特

徴 とする請求項 1 に記載の光照射装置。

前記ケ一シングは、前記 ヒ一 卜シンクに臨む開口部 を備 えているこ

とを特徴 とする請求項 3 に記載の光照射装置。

前記光源が、複数の発光素子を列状 に配置 したライン型光源である

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の光照射装置。
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